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評価項目Ｎｏ．１－１ 労働政策研究の実施

Ⅰ 中期目標の内容
① リサーチ・アドバイザー部会での外部評価において、研究成果評価の平均点を2.0以上得る（新規指標）（「前期目標：A評価以上を3分の2以上確保」）

〔成果ごとに、Ｓ評価（大変優秀）＝３点、Ａ評価（優秀）＝２点、Ｂ評価（標準）＝１点、Ｃ評価以下＝０点〕（第３期実績：2.11 第２期実績：1.92）
【重要度：高、難易度：高】理由：高評価を得ることは、当該研究成果が労働政策に貢献する質の高いものかを客観的に判断するために極めて重要。

また、常に厳正に評価されており、「Ａ評価」を得ることが困難であるため。

② 厚生労働省より「政策貢献が期待できる」との評価を受けたプロジェクト研究サブテーマを、中期目標期間中においてテーマ総数の80％以上確保する
（新規指標のため実績なし）（「前期目標：政策的インプリケーションに富む高い評価を受けた成果を80％以上」）

③ 労働関係法令・指針・ガイドラインの制定・改正、予算・事業の創設・見直し、政策評価、審議会・検討会、政党・労使団体への説明での活用、政府の
法案提出に繋がった研究成果を、成果総数の85％以上得る（第３期実績平均：83.7％）（「前期目標：成果総数の2分の1以上」）

④ 労働政策研究の成果についての有識者を対象としたアンケート調査を実施し、2.0以上の評価を得る
〔大変有意義：３、有意義:２、あまり有意義でない：１、有意義でない:０〕（新規指標のため実績なし）（「前期目標：有益評価を3分の2以上」）

⑤ 労働政策担当者向け勉強会等への政策関係者の参加者数を中期目標期間中に年225人以上確保する（第３期実績平均：225人） （「前期目標：年10回以上開催」）

⑥ 国際会議、国際学会等において、研究成果等について発表を積極的に行うとともに、会議等での交流を踏まえつつ先進国及びアジア諸国を中心に幅広く
海外の研究機関との連携体制を構築し、積極的に英語での情報発信を図る（新規指標のため実績なし）

（過去の主務大臣評価 H27年度：研究の実施体制：Ｂ、成果のとりまとめ：Ａ
H28年度：研究の実施体制：Ａ、成果のとりまとめ：Ａ）
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Ⅱ 目標と実績との比較
以下のとおり、所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果をあげている。
【定量的指標】

①リサーチ・アドバイザー部会の外部評価
平成29年度 目標値：2.0 実績値：2.0 （達成度100％）厳正な評価の結果、４本の成果が全て「優秀」と高い評価を得ることができた。
【労働政策研究報告書 No.200『キャリアコンサルタント登録者の活動状況等に関する調査』】
・厚生労働省は「キャリアコンサルタントの能力要件の見直し等に関する報告書（平成30年３月）」を提言した。この時期に、キャリアコンサルティング
発足以来からの内容と実践について詳細に分析した本研究は、政策への貢献度はきわめて高く評価されるべきである。

【労働政策研究報告書 No.199『大都市の若者の就業行動と意識の分化－｢第４回 若者のワークスタイル調査｣から－』】
・本研究の調査のように、20年にもわたって経年変化を検討できるサンプルサイズが大きく質問数も多い調査は容易なことではない。これまで蓄積してきた
独自の調査資源を有効活用するという意味で、JILPTにしかできない研究プロジェクトであることは高く評価したい。

【労働政策研究報告書 No.197『現代先進諸国の労働協約システム（フランス）』】
・フランスの労働協約システムの歴史的分析､複雑でかつ大きく変容しつつある協約に関する法制度の詳細かつ正確な分析、実態調査による様々なレベルの
協約、そしてそれが大企業・中小企業という企業規模によってどのように異なっているかという協約実態の分析など､これほど包括的かつ深みのある研究
はこれまでにはなかったもので非常に高く評価できる。

・本研究の特色は、現地調査を踏まえて、そこで渉猟した資料および聞き取り調査によって、これまで鮮明な形では明らかでなかったフランスの労働条件
決定の仕組み、集団的労使関係とその法制度を歴史的に相当程度詳細に明らかにしたことにあり、日本におけるフランスの集団的労働関係法制研究の水
準を引き上げたものと言える。このような研究は、労働政策研究・研修機構のプロジェクトだからこそ実現できたと評価できる。

自己評価 Ａ



②厚生労働省より「政策貢献が期待できる」との評価を受けたプロジェクト研究サブテーマ
平成29年度 目標値：80％以上 実績値：100％ （達成度125％）
プロジェクト研究サブテーマ（テーマ総数14テーマ）について、厚生労働省の担当課室から政策への貢献度合いについて評価を受け、全てのテーマにおいて
「政策貢献が期待できる」との高い評価を得ることができた。
《主な評価事例》
・「育児・介護期の就業とセーフティーネットに関する研究」

→女性活躍推進法の効果検証等に併せ、男女雇用機会均等法の観点からも企業や男女労働者の実態を明らかにし、政策課題等を検討する必要があるため、
女性活躍推進法の改正に向けた現状分析、審議会資料への活用が期待される。（雇用環境・均等局雇用機会均等課）

③労働関係法令・指針・ガイドラインの制定・改正、予算・事業の創設・見直し、政策評価、審議会・検討会、政党・労使団体への説明での活用、政府の
法案提出に繋がった研究成果
平成29年度 目標値：85％以上 実績値：92.9% （達成度109.3％）（13本/14本中）左記のとおり92.9％と高い評価を得ることができた。
《主な活用事例》
・労働政策研究報告書No.200『キャリアコンサルタント登録者の活動状況等に関する調査』

→キャリアコンサルタント能力要件の見直しに関する報告書策定の検討資料として活用、厚生労働省政務へのキャリアコンサルタント制度の説明に活用、
省令改正にかかる労働政策審議会人材開発分科会等における検討の参考資料として活用予定

・調査シリーズNo.178『大学生・大学院生の多様な採用に対するニーズ調査』
→「若者雇用促進法事業主指針」改正の検討資料、労働政策審議会人材開発分科会資料への活用、同審議会での活用に関連して労使への説明に活用

・調査シリーズNo.179『企業の多様な採用に関する調査』
→「年齢にかかわりない転職・再就職者の受入れ促進のための指針」策定の検討資料として活用

（活用予定なし）
・DP（『生産性の上昇が労働需要に与えるマクロ影響評価』については、直ちに具体的な政策立案等への活用はないものの、精緻な分析、今後の計量モ

デルの改善による政策立案への寄与の可能性については高く評価された。

④有識者アンケートによる評価
平成29年度 目標値：2.0以上 実績値：2.43 （達成度121.5％）
有識者の全ての属性（行政官、労使、学識経験者）で目標を上回っており、特に学識経験者から極めて高い評価（2.53）を得た。
《主な有識者コメント例》
・他の機関では困難な深い調査・研究が行われている
・機構にしか出来ない成果物を提供している
・政策立案等の場面において、基礎資料となる
・政府の政策動向を知る手がかりになる
・出所がはっきりとしているため、信頼できるデータとして利用している
・労働関係のテーマについて、信頼できる知見と情報をネット上ですぐ入手できる
・アセスメントツールは職業相談の現場でも大変活用されている
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Ⅲ その他考慮すべき要素
○定量的目標に関しては、上記のとおり、数値目標の全てで100％以上、５項目のうち３項目では120％以上の達成度、また、「重要度：高、難易度：高」とされた
①の指標は成果の全てが「優秀」との評価であり、100％の達成度となり、目標を上回る実績となった。

○第４期の初年度であるが、プロジェクト研究の成果が早速、労働政策審議会労働政策基本部会や働き方改革実行計画関連の検討会等で活用され、労働政策の企画
立案に貢献した。

○当機構の研究員等が、厚生労働省をはじめ、他省庁の様々な審議会・研究会等に参画し、知見を活かして高いレベルで貢献しているほか、海外の研究者等との
ネットワークの形成等、定性的な面においても着実に実施、対応している。
以上のことから、自己評価を「Ａ」評価とした。

⑤労働政策担当者向け勉強会等への厚生労働省等の政策関係者の参加者数
平成29年度 目標値：225人以上 実績値：290人 （達成度128.9％）
政策的関心の高いテーマの設定に努めるとともに、積極的に開催周知を行い、14の部局から参加者を得て目標を大幅に上回った。
「今後の仕事と家庭の両立支援」、「非正規労働者の組織化と発言効果」、「地方における雇用創出－人材環流の可能性を探る」など13回
《参加者の評価》

・毎回、参加者に対して実施しているアンケート調査では、有意義度の５段階中「大変有意義だった」「有意義だった」の合計は89.2％、今後の職務への活用
見込みの３段階中「大いに活かせる」「いくらか活かせる」の合計は94.3％であり、高い評価を得た。

【定性的指標】
⑥海外研究者等とのネットワークの形成
・機構の研究成果に基づく発表や専門的知見の提供及び海外研究機関との連携を強化するため、国際会議、国際学会等への研究員等の派遣（８名）や海外研究者

の招へい（３名）、機構が主催する国際セミナー等における研究員等の発表を積極的に実施した。
・国際的視野に立った研究を行うことのできる人材を育成することを目的として研究員２名を海外の研究機関等へ長期派遣した。
・国際比較労働政策セミナーの第２回目を開催した。本セミナーは、毎年恒例の国際的行事として開催していく予定であり、昨年度に続き、機構本部に欧州及び

アジア諸国の研究者を招いて我が国の研究者等労働関係者が一堂に会し、労働政策上の諸問題について国際比較的アプローチにより議論する貴重な機会となった。
・英文ジャーナル『Japan Labor Issues』を創刊した。

【国際会議】
・『OECD Employment Outlook 2018年版』作業部会 ・ＩＬＯアジア太平洋地域会議（タイ・バンコク）
・ソーシャル・アジア・フォーラム「新情報技術が雇用・労働に与える影響と労働組合の役割」（中国・アモイ）

【研究機関等への長期派遣】
・アメリカ・ロサンゼルス カリフォルニア大学労働雇用研究所 ・イギリス・ロンドン ロンドン大学東洋アフリカ研究学院

【国際セミナー等】
・日韓ワークショップ：韓国労働研究院（KLI）との共催
・日中韓ワークショップ（北東アジア労働フォーラム）：中国労働社会保障研究院（CALSS）、韓国労働研究院（KLI）と共催
・国際比較労働政策セミナー：アジア諸国の若手研究者の質的向上に寄与し、機構がアジア諸国における労働政策研究の拠点としてのプレゼンスを高めていくこと

を目的に、機構発案で平成28年度より開催。テーマ：「就業構造・就業形態の変化と政策的対応を振り返る―そこから見える未来」参加国：欧米アジア等13か国。



評価項目Ｎｏ．１－２ 国内の労働事情・労働政策に関する情報の収集・整理

自己評価 Ｂ

Ⅰ 中期目標の内容

① 国内情報収集成果の提供件数を毎年度延べ140件以上確保する。
（第３期実績平均：134件）（「前期目標：毎年度、延べ100件以上確保」）

（過去の主務大臣評価 H27年度：Ｂ H28年度：Ｂ）

Ⅱ 目標と実績との比較
以下のとおり、所期の目標を達成している。

【定量的指標】
① 国内情報収集成果の提供件数
平成29年度 目標値：140件以上 実績値：152件 （達成度109％）
・労使関係者との間で長年にわたり構築されてきたネットワークを活用した関係者等への取材や、モニター調査等を通じて労働に関

わるステイクホルダーのニーズや社会情勢を踏まえ、機動的に情報収集を実施。
・収集・整理した情報は、迅速に情報発信できる「メールマガジン労働情報」（週２回発信）、またニュースレター「ビジネス・

レーバー・トレンド」誌（月刊）で分かりやすく紹介するなど、機動的に提供。
また全ての情報をホームページに掲載し、多数の関係者が活用。

《主な活用事例》
・改正労働契約法とその特例への対応状況及び多様な正社員制度の活用状況

⇒ 規制改革会議の第３次答申、厚労省の「無期転換ルール取組促進キャンペーン」で活用
・企業のイノベーションへの対応状況

⇒ 平成29年版労働経済白書で引用
・ものづくり産業における労働生産性向上に向けた人材育成の実態

⇒ 平成29年版ものづくり白書で引用
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【参考指標】

① ホームページ「統計情報」のページビュー数 約195万件 （前年度約160万件）
「早わかりグラフでみる長期労働統計」に「年齢階級別労働力率の推移」「年間総実労働時間数」など8項目を新たに追加する等、
引き続き内容を充実。

②「データブック国際労働比較2018」の刊行
最大で52ヵ国に及ぶ28の「グラフと解説」、134の「統計・制度表」を作成し、労働に関する各種統計指標及び統計数値を理解する上で
参考となる制度を、国際比較が可能な形で編集・掲載。
掲載された情報は、政策論議の基礎資料として、内閣府や首相官邸など各官公庁の資料・ウェブサイトやマスコミで広く活用。
《主な活用事例》

「同一労働同一賃金の実現に向けた研究会」（フルタイム労働者に対するパートタイム労働者の賃金水準）
「一億総活躍国民会議」（長時間労働者の割合等）

③ 図書資料の収集・整理・活用実績
労働図書館の運営については、外部委託により委託業者のノウハウや創意工夫を活かした利用者サービスが行われており、レファレンス
件数の増加とともに、来館者アンケートにおいて「図書資料の整理・配架状況」や「スタッフの対応」などの項目で100％に近い満足度
評価を得るなど、外部委託の効果が表れている。

・来館者数 961名（前年度1,048名）
・貸出冊数 819冊（前年度1,079冊）
・複写枚数 23,091枚（前年度22,037枚）
・レファレンス件数 900件（747件）
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評価項目Ｎｏ．１－３ 海外の労働事情・労働政策に関する情報の収集・整理

自己評価 Ｂ

Ⅰ 中期目標の内容
① 海外情報収集成果の提供件数を毎年度延べ150件以上確保

（第３期実績平均：142件）（「前期目標：毎年度、延べ100件以上確保」）

（過去の主務大臣評価 H27年度：Ｂ H28年度：Ｂ）

Ⅱ 目標と実績との比較
以下のとおり、所期の目標を達成している。

【定量的指標】

①海外情報収集成果の提供件数 平成29年度 目標値：150件以上 実績値：156件 （達成度104％）
海外の研究者や研究機関等とのネットワークを活用して収集・整理し、その背景や影響が明らかになるような形で整理、提供。
・主要国（英、米、独、仏、中、韓等）・機関を対象に、国際比較の観点を踏まえ、労働政策の企画立案や政策研究に資する最新の

情報を収集・整理。
・アジア諸国に関して、我が国進出企業における人事管理の動向や課題、グローバル人材の育成確保を念頭に置き情報を収集・発信。

現地調査を外部専門家と連携して行い、ネットワークの構築に努めるとともに、最新情報の収集を実施。29年度は、ベトナム、
カンボジア、ラオスの現地調査を実施。アジア諸国の経済連携の進展を踏まえ、日系企業をとりまく投資環境の変化、労使関係の
現状などに着目して情報を収集・整理

・収集・整理した情報は、全てホームページに掲載。またニュースレター「ビジネス・レーバー・トレンド」誌（月刊）で分かりや
すく紹介するなど、機動的に提供。

《主な活用事例》
・厚生労働省「第3回労働政策審議会労働条件分科会・職業安定分科会・雇用均等分科会同一労働同一賃金部会」資料

(平成29年5月16日開催)
・日本経済再生本部「雇用・人材・教育ＷＧ（第４回）」資料（平成30年2月17日開催） ほか
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【参考指標】

①「英文情報」全体のホームページビュー数 約174万件 （前年度約132万件）
国内労働情報の海外向け発信として、労働政策研究報告書等の概要の英訳・ホームページでの提供の他、英文情報を提供。
また平成29年度は、新たに英文雑誌『Japan Labor Issues』(月刊)を刊行。

② 海外労働情報の引用件数 108件 （前年度158件）
経産省の調査研究、厚生労働白書、内閣府の調査研究、日本経済再生本部産業競争力会議、国立国会図書館、日経新聞等の各紙、

ロイター通信等の各誌等で幅広く引用。
《主な活用事例》

・厚生労働省「第３回労働政策審議会労働条件分科会・職業安定分科会・雇用均等分科会同一労働同一賃金部会」資料
(平成29年5月16日開催)

・日本経済再生本部「雇用・人材・教育ＷＧ（第４回）」資料（平成30年２月17日開催） ほか

③ 海外労働情報に関する問い合わせ、取材要請等への対応件数 106件 （前年度170件）
《主な活用事例》

・厚生労働省第３回「雇用類似の働き方に関する検討会」（平成30年３月９日開催）において、ブリーフィング
・経済産業省経済産業政策局産業構造課に「最低賃金制度や最低賃金引き上げ運動との関連」等をブリーフィング
（平成29年８月８日開催） ほか
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評価項目Ｎｏ．１－４ 労働政策研究等の成果の普及及び政策への提言

自己評価 Ｂ

Ⅰ 中期目標の内容

① メールマガジンの週２回発行 （第３期実績平均：週２回）（「前期目標：週２回発行」）
② メールマガジン読者、労働政策フォーラム参加者への有意義度評価で、2.0以上の評価を得る

〔大変有意義：３、有意義:２、あまり有意義でない：１、有意義でない:０〕（新規指標のため実績なし）
（「前期目標：メールマガジン、労働政策フォーラムの各々において有益評価80％以上」）

③ 労働政策フォーラムを年間６回開催 （第３期実績平均：６回）（「前期目標：年６回開催」）

（過去の主務大臣評価 H27年度：Ｂ H28年度：Ｂ）

Ⅱ 目標と実績との比較
以下のとおり、所期の目標を達成している。

【定量的指標】

① メールマガジンの週２回発行 毎週水曜日と金曜日の週２回発行。

② 読者アンケートによる有意義度評価
○メールマガジン

平成29年度 目標値：2.0以上 実績値：2.38 （達成度119％）
機構の調査研究成果の他、行政・労使団体の動向、政策課題に関連するセミナー等の情報、労働判例命令など雇用・労働分野の
最新ニュースを提供するとともに、調査研究成果をテーマ別に紹介する特別号を２回発行した。

《主な読者のコメント例》
・審議会の議論内容、判例命令、法改正の動向を手早くとらえるのに適している。Webリンクも掲載されているのが大変ありがたい。
・JILPTの研究内容から官民の時事ニュース・イベント情報まで俯瞰的に見ることができていつも大変助かっている。
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○ 労働政策フォーラム
平成29年度 目標値：2.0以上 実績値：2.38（達成度119％）
最新の調査研究成果を活用しつつ、労使をはじめとする各層に関心の高いテーマを取り上げ、企業の先進事例の報告等を行うなど

の工夫により、高い評価を得て目標を達成した。
《参加者の主なコメント例》

・３社の事例を聞いたあと、今後の転勤のあり方を示していただき、具体的な問題点を理解することができた（労働組合）
・雇用情勢の好調さが盛んに強調されるなか、質的な視点で捉えるべきテーマ（若年雇用）であることがわかった（公益団体）
・法改正を前向きにとらえ、人事制度を考え、経営を刷新していく必要性が理解できた（民間企業）

【参考指標】

①「調査研究活動」に関するホームページのページビュー数 約 896万件（前年度約 643万件）
ホームページのトップページの変更、記者発表の回数の増など、情報発信を積極的に推進した結果、「調査研究活動」に関する

ホームページのページビュー数が前年度から約40％増加した。
《具体例》

・「第４回(2016)子育て世帯全国調査」結果速報、「改正労働契約法とその特例への対応状況等に関するアンケート調査」結果
は、記者発表した内容が全国紙及び地方紙で大きく記事に取り上げられた。

② マスメディア（新聞、雑誌、テレビ、ラジオ等）、政党・国会議員に対する情報提供・引用、問い合わせ対応件数
486件 （前年度428件）

（内訳）
・政党・国会議員に対する情報提供・問い合わせ対応件数 67件（前年度90件）
・マスメディア（新聞、雑誌、テレビ、ラジオ等）への掲載・引用件数 419件（前年度338件）

《具体例》
・記者発表「大学生・大学院生の多様な採用に対するニーズ調査」（2017.12）について、共同通信で「就活生7割が「地域限定」を
希望―Uターン検討は1割」との見出しで配信され、各地方紙で掲載されたほか、毎日新聞等の全国紙でも調査結果が紹介された。

・労働政策研究報告書 No.199『大都市の若者の就業行動と意識の分化―『第４回 若者のワークスタイル調査』から―』（2017.10）
について、日本経済新聞で「変わるフリーター像 「ステップアップ型」増加」との見出しで調査結果が紹介され、担当研究員の
コメントも掲載された。
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評価項目Ｎｏ．１－５ 労働関係事務担当職員等に関する研修

自己評価 Ｂ

Ⅰ 中期目標の内容
① 研修生に対する事後調査（修了後半年から１年程度）により、毎年度平均で85％以上の者から、「業務に生かせている」

との評価を得る （新規指標のため実績なし）（「前期目標：研修生アンケートでの有意義度85％以上」）
② 当該研修生の上司に対する事後調査（修了後半年から１年程度）により、毎年度平均で85％以上の者から評価を得る

（第３期実績平均：96.0％）（「前期目標：所属長アンケート（修了後半年程度）での有意義度85％以上」）
③ イブニングセッションを毎年度30回以上開催し、そこで得た知見等をもとにした研修教材の開発・改善を毎年度３件

以上得る（イブニングセッション第３期実績平均:30回）（「前期目標：イブニングセッション年15回以上」）
（研修教材の開発・改善件数（新規指標）:第３期実績平均:３件）

（過去の主務大臣評価 H27年度：Ｂ H28年度：Ｂ）

Ⅱ 目標と実績との比較
以下のとおり、所期の目標を達成している。

【定量的指標】
① 研修生に対する事後調査（修了後半年から１年程度）

平成29年度 目標値：85％以上 実績値：97.0％ （達成度114％）
研修生に対する事後調査では、有意義度が年度計画の85.0％を大幅に上回る成果をあげている。

② 所属長に対する事後調査（修了後半年から１年程度）
平成29年度 目標値：85％以上 実績値：98.8％ （達成度116％）
所属長に対する事後調査は、役立ち度が年度計画の85.0％を大幅に上回る成果をあげている。
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③ イブニングセッションの開催件数とそこで得た知見をもとにした研修教材の開発・改善件数

○イブニングセッションの開催件数
平成29年度 目標値：30回以上 実績値：31回 （達成度103％）
研修生と討議を行うイブニングセッション（課外活動の時間を利用したワークショップ）を31回開催した。

○研修教材の開発・改善件数
平成29年度 目標値：３件以上 実績値：３件 （達成度100％）
研修生から現場における問題意識や研究成果に対する課題等を吸い上げ、職業指導Ⅱ専門研修（ハローワーク職員の研修）
に使用する研修教材の内容を改善し、以下３件について改訂した。

《改善内容》
・ 事例研究を行う演習教材で導入部分を改善

職業指導Ⅱ専門研修では、演習科目の『事例研究』をⅠからⅣのステップに分け、実施しているが、その導入部分である
『事例研究Ⅰ』において、職業相談の基礎が、まず、求職者の抱える問題を理解することであることを明確にするとともに、
問題把握の枠組みと方法について導入的な内容を教材に盛り込んだ。

・ 事例研究を行う応用的な教材で総合的な理解のためのチャートを追加
事例研究の基礎的な教材である『事例研究Ⅰ、Ⅱ』を踏まえ、『事例研究Ⅲ、Ⅳ』において、求職者の問題を把握し、解
決していく総合的な枠組みを分かりやすく図解することとし、求職者の問題を把握するための「問題の核心」、解決に向け
求職者を支援する「目標・方策」などの諸概念をチャート形式で解説する内容を盛り込んだ。

・ 逐語記録教材を解説するための補助教材の充実
職業指導Ⅱ専門研修では、職業相談の内容を逐語的に記録した「逐語記録教材」を３種類（Ⅰ～Ⅲ）用いている。職業相
談においては、相談者と求職者が、就職に向けて同一の問題意識をもって対話を重ねていくことが重要であるが、「逐語記
録教材Ⅲ」の補助教材として用いている「逐語記録教材Ⅲの検討」において、相談者と求職者が問題意識を共有できるよう、
職員がとるべき望ましい対応について、教材の中に盛り込んだ。
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14

評価項目Ｎｏ．２－１ 業務運営の効率化に関する事項

自己評価 Ｂ （過去の主務大臣評価 H27年度：Ｂ H28年度：Ｂ）

Ⅰ 中期目標の内容
・一般管理費（公租公課等の所要計上を必要とする経費を除く）については、平成33年度において、平成28年度と比べて15％以上

削減すること。（「前期目標：平成28年度において、平成23年度と比べて15％以上を節減」）
・業務経費については、平成33年度において、平成28年度と比べて５％以上の額を節減すること。
（「前期目標：平成28年度において、平成23年度と比べて５％以上を節減」）

・一者応札の件数の割合を第３期中期目標期間の実績平均以下にする。（新規指標:第３期実績平均:4.2件）
※人件費については、節減目標なし。（「前期目標：毎年度１％以上の節減」）

Ⅱ 目標と実績との比較
以下のとおり、経費節減については、平成29年度予算額において、平成28年度と比べて、一般管理費は平成28年度と同額、業務

経費は１％節減し、中期目標達成に向けて着実に実行しており、所期の目標を達成する予定。

【定量的指標】
・一般管理費（予算額）：平成33年度において平成28年度と比べて15％以上節減。
・業務経費 （予算額）：平成33年度において平成28年度と比べて５％以上節減。

・一者応札の件数の割合を第３期中期目標期間の実績平均以下にする。
⇒ 平成29年度の一者応札件数は４件となり、第３期実績平均（4.2件）を下回った。

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
Ｈ28⇒Ｈ33

節減額 節減率

一般管理費 45 45 43 41 40 38 7 15.0%

業務経費 718 711 704 697 690 682 36 5.0%

（単位：百万円）



Ⅱ 目標と実績との比較
以下のとおり、独立行政法人会計基準の改訂等を踏まえ、収益化単位ごとに予算と実績を管理する体制を構築するとともに、運営費交

付金を充当して行う事業について、中期計画に基づく予算を作成し、当該予算の範囲内で適切に執行しており、所期の目標を達成してい
る。

・運営費交付金の会計処理について、業務部門の活動は業務達成基準を、管理部門の活動は期間進行基準を採用した。
また収益化単位の業務を予算が示達される部門単位とし、予算と実績の比較分析を通じたＰＤＣＡを可能とする体制を構築した。

・29年度の自己収入は、53,432千円（第３期平均49,283千円）となり、第３期平均比8.4％の増となった。
（内訳）
①出版物販売収入 27,820千円（同 25,399千円）
②東京労働大学講座収入 25,612千円（同 23,884千円）

・29年度施設・設備の整備については、計画どおり実施した。 15

評価項目Ｎｏ．３－１ 財務内容の改善に関する事項

Ⅰ 中期目標の内容
・独立行政法人会計基準の改訂等を踏まえ、運営費交付金の会計処理に当たっては、原則として業務達成基準による収益化を採用し、

収益化単位ごとに予算と実績を管理する体制を構築する。
・自己収入については、出版物等の成果物の販売促進等により第３期中期目標期間と同程度の水準を達成する。

（「前期目標：中期目標間の最終事業年度において平成22年度と比較して10％程度の拡大に努める。」）

自己評価 Ｂ （過去の主務大臣評価 H27年度：Ｂ H28年度：Ｂ）

単位 政策研究経費 情報収集等経費 成果普及等経費 研修事業経費 法人共通

部門 研究調整部 調査部 研究調整部 労働大学校
総務部

労働大学校

（収益化単位ごとに予算と実績を管理する体制）



平成29年度業務実績
「評価の要約」補足資料

独立行政法人
労働政策研究・研修機構

1

資料１－１



評価シート1-1 労働政策研究の実施 【ＪＩＬＰＴの自己評価：Ａ】

数値目標

① リサーチ・アドバイザー部会等の機構の外部評価において、研究成果の平均点2.0以上の評価を得る。〔基準：成果毎にＳ＝3点、Ａ＝2点、Ｂ＝1点、
C以下＝0点〕

② 厚生労働省より「政策貢献が期待できる」との評価を受けたプロジェクト研究サブテーマを、テーマ総数の80％以上確保する。
③ 労働関係法令・指針・ガイドラインの制定・改正、予算・事業の創設・見直し、政策評価、審議会・検討会、政党・労使団体への説明での活用、政府

の法案提出に繋がった研究成果を、成果総数（※）の85％以上得る。（※一部のプロジェクト研究テーマに該当する研究成果を除く。）
④ 労働政策研究の成果についての有識者を対象としたアンケート調査を実施し、2.0以上の評価を得る。〔基準：大変有意義＝3点、有意義＝2点、あまり

有意義でない＝1点．有意義でない＝0点〕
⑤ 労働政策担当者向け勉強会等への厚生労働省等の政策関係者の参加者数を225人以上確保する。
⑥ 機構の研究成果の普及、情報収集、海外研究機関との連携強化等、政策研究に資する国際会議、国際学会等への研究員の派遣や、機構が主催・共催す

る国際セミナー等への研究員の出席を積極的に促進する。

指 標 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度

①
リサーチ・アドバイザー部会等の外部評
価における研究成果の評価（実績）【重
要度：高、難易度：高】

外部評価の
平均点2.0以上

2.0
（達成率100％）

― ― ― ―

②
厚生労働省より「政策貢献が期待でき
る」との行政評価を受けたプロジェクト
研究サブテーマ（実績）

テーマ総数の
80％以上

100%
（達成率125％）

― ― ― ―

③ 労働政策の企画立案及び実施等へ活用し
た研究成果（実績）

成果総数の
85％以上

92.9%
(達成率109.3％)

― ― ― ―

④ 有識者アンケートによる労働政策研究の
成果についての評価（実績）

有意義度の
平均点2.0以上

2.43
(達成率121.5％)

― ― ― ―

⑤ 労働政策担当者向け勉強会等への厚生労
働省等の政策関係者の参加者数（実績） 年間225人以上 290人

(達成率128.9％)

年度実績評価 ― ― ― ― ―

○定量的目標に関しては、上記のとおり、数値目標の全てで100％以上、５項目のうち３項目では120％以上の達成度、また、「重要度：高、難易度：高」
とされた①の指標は成果の全てが「優秀」との評価であり、100％の達成度となり、目標を上回る実績となった。

○第４期の初年度であるが、成果が早速、労働政策審議会労働政策基本部会や働き方改革実行計画関連の検討会等で活用され、労働政策の企画立案に貢献
した。

○当機構の研究員等が、厚生労働省をはじめ、他省庁の様々な審議会・研究会等に参画し、知見を活かして高いレベルで貢献しているほか、海外の研究者
等とのネットワークの形成等、定性的な面においても着実に実施、対応している。以上のことから、自己評価を「Ａ」評価とした。 2



OECD加盟国における求職者プロファイリング方法の比較
新卒者を対象とした多様な正社員制度や通年採用等についての

ニーズ等の把握
企業の採用ポートフォリオについて
雇用管理改善と労働生産性の向上に関する調査研究
雇用類似の就業形態に係る実態調査
企業の人的資本情報の「見える化」に関する調査研究

■ 課題研究（６テーマ）＊年度ごとの厚生労働省からの要請に基づき実施

■ プロジェクト研究／サブテーマ（＊青字の①～⑭のテーマは厚生労働省からのテーマ評価の対象 〝数値目標：80％以上〟）

■ 緊急調査（６テーマ）＊四半期ごとの厚生労働省からの要請に基づき実施

最低賃金の地域格差に関する調査研究
高年齢者雇用確保措置に関する調査研究
多様な採用機会拡大に向けた実態把握・論点整理
諸外国の賃金等請求権の消滅時効について
諸外国の雇用類似の働き方に係る法制度
高卒者における一人一社制の現状調査

Ⅰ 雇用システムに関する研究【組織横断的プロジェクト】
①雇用システムに関する研究／産業構造と人口構造の変化に対応した雇用システムのあり方に関する研究

Ⅱ 人口・雇用構造の変化等に対応した労働・雇用政策のあり方に関する研究
②生涯現役社会の実現に関する研究 ③非正規労働者の処遇と就業条件の改善に関する研究

Ⅲ 技術革新等に伴う雇用・労働の今後のあり方に関する研究
④技術革新、生産性と今後の労働市場のあり方に関する研究 ⑤地域における雇用機会と働き方に関する研究

Ⅳ 働き方改革の中の労働者と企業の行動戦略に関する研究
⑥労働時間・賃金等の人事管理に関する調査研究 ⑦育児・介護期の就業とセーフティーネットに関する研究

Ⅴ 多様なニーズに対応した職業能力開発に関する研究
⑧職業能力開発ｲﾝﾌﾗと生産性向上に向けた人材の育成に関する研究 ⑨若者の職業への円滑な移行とキャリア形成に関する研究

Ⅵ 全員参加型の社会実現に向けたキャリア形成支援に関する研究
⑩労働者の主体的なキャリア形成とその支援のあり方に関する研究
⑪職業情報、就職支援ツール等の整備・活用に関する研究 ⑫職業相談・紹介技法と求職活動の支援に関する研究

Ⅶ 労使関係を中心とした労働条件決定システムに関する研究
⑬雇用社会の変化に対応する労働法政策に関する研究 ⑭集団的及び個別労使関係の実態に関する研究

我が国が直面する中長期的な労働政策の課題に関する１４のサブテーマを設定して調査研究を中期計画期間を通じて継続的に実施

課題研究の成果は、指針の改正、労働政策審議会の資料、労使への説明
資料、働き方改革実行計画関連の検討会資料等の活用により貢献。

政府の成長戦略や一億総活躍社会や働き方改革実現に向けた施策の検討
等に資するため、厚生労働省からの要請に基づき迅速に調査等を行った
結果、関連の検討会資料等に活用。

労働政策研究の実施 【自己評価：Ａ】 評価シート（１－１）
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○ＪＩＬＰＴの研究事業、研究成果等の評価
研究テーマや研究成果についての評価、意見、要望等を研究

テーマ策定等に反映

◇リサーチ・アドバイザー部会
数値目標：研究成果の平均点２．０以上【重要度：高、難易度：高】

・企業の人的資本が企業業績・価値への影響について課題研究で対応
・労働時間に関するプロジェクト研究において労働安全衛生総合研究所

と共同で過労死等に関する調査研究を追加実施
・就職困難者への就職支援について、フリースクールや全国のハロー

ワーク等の就職支援セミナー参加者である求職者を対象に調査実施
・高齢者雇用研究において、JILPTの既存調査を二次分析、成果が行政

評価において高年齢者等の雇用の安定等に関する法律等に活用予定

◇特別研究員会議
・企業内の雇用管理に関する調整がどのように行われているかについて、

プロジェクト研究「雇用システムに関する研究」において実態把握
・研究員の学会活動等について、ＪＩＬＰＴホームページに掲載・紹介。

◇ＪＩＬＰＴ研究への外部研究者の参画 ４７名 ＊参考指標

◇ＪＩＬＰＴ研究員の大学・研究機関等の研究会･共同プロジェ
クト等への参画 １１件

・東京大学社会科学研究所「労働審判制度利用者調査研究会」及び
「釜石調査研究会」

・中央大学大学院戦略経営研究科「ワーク･ライフ･バランス＆多様性
推進・研究プロジェクト」

・日本学術会議連携会員
・「社会保障・人口問題基本調査（第６回家庭動向調査）委員会」

（社人研） など

○厚労省からの政策ニーズの把握、研究への反映
◇ハイレベル会合（厚生労働省の審議官クラスとの意見交換）

第４期プロジェクト研究の開始・進捗状況や30年度の研究計画について意見交換する
とともに、厚生労働行政の喫緊の政策に関し、政策立案の基礎となるエビデンス、政策効
果の検証、諸外国の政策・制度に関する最新情報の提供等について要請を受けた。
【研究テーマ設定・調査方法等への反映例】

・キャリアコンサルティングについての効果検証に関して、能力開発基本調査やＪＩＬＰＴの
既存調査の再分析を実施。

・平成29年就業構造基本調査の二次分析を30年度において実施。
・雇用類似の働き方に関する諸外国における法的保護や運用実態・推計の実態把握についての

要望に対応、30年度に海外の法制度や現地調査等を実施。
◇厚生労働省幹部（次官・局長級等）との政策論議

一億総活躍や働き方改革の中で重要な課題となる研究成果等を素材に意見交換を行い、
中長期的な政策課題の共通認識の醸成に努めるとともに、30年度以降の研究テーマの設
定や追加実施に反映させることとした。
【政策課題の研究テーマ設定例】

・改正労契法にかかる無期転換ルールの見直しの検討に活用したいとの要望に対応、ルールの
本格適用後の実態把握のためのアンケート調査を実施。

・個人を対象に仕事と介護の両立支援に関する調査を実施、改正育介法の実施状況を検証。
○厚労省より「政策貢献が期待できる」との評価を受けたプロジェクト研究サブテーマ

数値目標：テーマ総数の８０％以上 実績：１００％（達成度１２５．０％）

○労働政策の企画立案等へ活用した研究成果(厚労省からの個別研究成果の活用状況の評価)
数値目標：成果総数の８５％以上 実績：９２．９％(13本／14本中､達成度１０９.３％)

＜活用例＞
・報告書『キャリアコンサルタント登録者の活動状況等に関する調査』（労政審人材開発分科会
（省令改正等）における検討の参考資料に活用）
・調査シリーズ『大学生・大学院生の多様な採用に対するニーズ調査』（「若者雇用促進法事業

主指針」改正や労政審人材開発分科会資料、同審議会資料関連の労使説明等に活用）
・調査シリーズ『企業の多様な採用に関する調査』（「年齢にかかわりない転職・再就職者の受

入れ促進のための指針」策定の検討資料に活用）
・DP『労働市場の態様を軸とした65歳以降の雇用に関する一考察』（高年齢者等の雇用の安定

等に関する法改正の検討に活用予定）
・資料シリーズ『厚生労働省「多様化調査」の再集計・分析結果-雇用の多様化の変遷』（平成

31年度実施の統計調査事業における調査設計に活用予定)
「活用予定なし」との評価であったDP（中長期的な労働政策課題に対応したプロジェクト研究
の成果）については、直ちに具体的な政策立案等への活用はないものの、精緻な分析、今後の
計量モデルの改善による労働政策立案への寄与の可能性については高く評価された。

○厚生労働省政策担当者との勉強会参加者数 数値目標：２２５人 実績：２９０人（達成
度１２８．９％）

「今後の仕事と介護の両立支援」、「非正規労働者の組織化と発言効果」「地方における雇用創
出―人材環流の可能性を探る」 など１３回 その他、テーマ別研修「労働政策の基軸の変遷」
など６回、他省庁（人事院・総務省）での研修３回

■ 厚生労働省との連携 ■ 学識者からの評価・助言等

■ 労使団体との意見交換・要望把握

ＪＩＬＰＴの調査研究事業全般について意見交換、要望等を具体
的に把握し、 研究テーマ設定や進め方に反映

◇経営部会（経団連・日商・全国中央会）
・過労死等の調査研究成果を早期公表してほしいとの要望を反映

◇労働部会（連合、連合総研）
・ハラスメントに関する調査研究を、30年度の緊急調査として対応

◇経済団体実務者懇談会（経団連・日商・全国中央会）
・課題研究「大学生・大学院生の多様な採用に対するニーズ調査」

結果を提供

厚生労働省・学識者・労使団体等との連携 【自己評価：Ａ】 評価シート（１－１）
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○ 研究者等の招へい
公募により、機構の実施するプロジェクト研究との関連が強

く、当該分野においてすぐれた知見を有する海外の研究者3名を
厳選して招聘し、機構の目的に沿った成果をあげた。

○ Kungang Li（中国）安徽大学法科大学院教授
研究テーマ： 解雇及び解雇補償制度の日中比較研究
招聘期間 ： 6月29日～9月21日

○ Ludek Rychly（スイス）ILO 専門官
研究テーマ： 比較的視点による日本の国内労働行政
招聘期間 ： 9月17日～10月22日

○ Hyung Je Jo（韓国）蔚山大学社会学部教授
研究テーマ： 自動車産業における人材管理に関する日韓比較

研究
招聘期間 ： 1月10日～3月31日

○ 研究者等の派遣
研究員等８名（前年度１０名）を海外の国際会議、国際学会等

に派遣。
① カナダ・トロントで開催された労働法リサーチネットワーク会

議に、当機構理事長、研究員１名を派遣。
② チェコ共和国・プラハで開催された国際労働法・社会保障学会

（ＩＳＬＳＳＬ）に 当機構理事長、研究員等合計３名を派遣。
以上の他、３件の国際会議等に３名の研究員等を派遣。

労働政策研究の実施 【自己評価：Ａ】
■海外の研究者等とのネットワークの形成等

評価シート（１－１）

○ 海外研究者・機関等とのネットワークの形成
海外の研究機関との共同研究の一環として、ワーク

ショップ、セミナー等を開催し、各国の研究課題、研
究動向、研究結果等について、意見交換するとともに、
機構のプロジェクト研究の推進にも資する情報の収集

イ）国際比較労働政策セミナー：
テーマ：就業構造・就業形態の変化と政策的対応を振り返る

―そこから見える未来
参加国：アジア諸国、イタリア、オーストラリア 計13か国

ロ）中国、韓国との共同研究
・北東アジア労働フォーラムの開催

共催機関：中国労働社会保障研究院（CALSS）、韓国労働研究院
（KLI）

テーマ（平成29年度） ：若年雇用
・日韓ワークショップの開催

共催機関：韓国労働研究院（KLI）
テーマ（平成29年度）：日韓における賃金体系の現況と再編

のあり方

ハ）海外研究者、労働関係者、研究機関等との交流
↠ 日本の労働政策課題等についての情報を求める外国人研
究者、労働関係者等の来訪受け入れ（計15件、186人）

・ソウル大学校教育研修院
・韓国労働法学会
・財団法人中華経済研究院
・台湾の行政関係者
・韓国経営者総協会
・米国ノースイースタン大学
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労働政策研究の実施 【自己評価：A】 評価シート（１－１）

審議会・研究会等で
の活用 ２０６件

（再掲）
（前年度２３８件）

・「労働政策審議会人材開発分科会」
→「多様な選考・採用機会の拡大に向けた検討会報告書」の成果が活用

・「労働政策審議会労働条件分科会・職業安定分科会・雇用均等分科会同一労働同一賃金部会」
→「諸外国における非正規労働者の処遇の実態に関する研究会報告書」の成果等が活用

・「仕事と生活の調和連携推進・評価部会（第41回）仕事と生活の調和関係省庁連携推進会議
合同会議」→ 「企業における転勤の実態に関するヒアリング調査」の成果が活用

・首相官邸「人生100年時代構想会議」
→「企業における資格・検定等の活用、大学院・大学等の受講支援に関する調査」の成果が活用

・首相官邸「経済財政諮問会議」
→「若者の就業状況・キャリア・職業能力開発の現状」の成果が活用 他

白書等における活用
１１白書

（前年度１１白書)

・「平成29年版厚生労働白書―社会保障と経済成長－」
→「労働力需給の推計に関する研究」の成果が活用

・「平成29年度版少子化社会対策白書」
→「若年者の就業状況・キャリア・職業能力開発の現状」の成果が活用

・「世界経済の潮流2017年II <2017年下半期 世界経済報告>」
→「現代先進諸国の労働協約システム」の成果が活用 他

国会審議における
活用 ２３件

(前年度１７件)

• 衆議院厚生労働委員会（平成29年11月24日）
→ 調査シリーズ No.171「「改正労働契約法とその特例への対応状況 及び 多様な正社員の活用状

況に関する調査」結果」
• 参議院内閣委員会（平成29年６月８日）

→ 調査シリーズNo.140「情報通信機器を利用した多様な働き方の実態に関する調査結果（企業調
査結果・従業員調査結果）」 他

国会審議への参考人
招致 １回

（前年度１回）

• 衆議院厚生労働委員会（平成29年４月５日）
→ 理事長が参考人として招致され、議員からの質問に対して、介護離職に関する知見について、

機構の研究成果を用いて説明

（参考指標）厚労省等との連携実績
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労働政策研究の実施 【自己評価：A】 評価シート（１－１）

評価指標における評価事例（参考）
指 標 評 価 事 例

①リサーチ・アドバイザー部会で
の外部評価において、研究成果
評価の平均点を２．０以上得る。

【労働政策研究報告書 No.200『キャリアコンサルタント登録者の活動状況等に関する調査』】
・厚生労働省は「キャリアコンサルタントの能力要件の見直し等に関する報告書（平成30年３月）」を提言した。この時期

に、キャリアコンサルティング発足以来からの内容と実践について詳細に分析した本研究は、政策への貢献度はきわめて
高く評価されるべきである。

【労働政策研究報告書 No.199『大都市の若者の就業行動と意識の分化』-｢第４回 若者のワークスタイル調査｣から-】
・本研究の調査のように、20年にもわたって経年変化を検討できるサンプルサイズが大きく質問数も多い調査は容易なこと

ではない。これまで蓄積してきた独自の調査資源を有効活用するという意味で、JILPTにしかできない研究プロジェクトで
あることは高く評価したい。

【労働政策研究報告書 No.197『現代先進諸国の労働協約システム（フランス）』】
・フランスの労働協約システムの歴史的分析､複雑でかつ大きく変容しつつある協約に関する法制度の詳細かつ正確な分析、

実態調査による様々なレベルの協約、そしてそれが大企業・中小企業という企業規模によってどのように異なっているか
という協約実態の分析など､これほど包括的かつ深みのある研究はこれまでにはなかったもので非常に高く評価できる。

・本研究の特色は、現地調査を踏まえて、そこで渉猟した資料および聞き取り調査によって、これまで鮮明な形では明らか
でなかったフランスの労働条件決定の仕組み、集団的労使関係とその法制度を歴史的に相当程度詳細に明らかにしたこと
にあり、日本におけるフランスの集団的労働関係法制研究の水準を引き上げたものと言える。このような研究は、労働政
策研究・研修機構のプロジェクトだからこそ実現できたと評価できる。

②厚生労働省より「政策貢献が期
待できる」との評価を受けたプ
ロジェクト研究サブテーマを、
テーマ総数の80％以上確保する。

【「育児・介護期の就業とセーフティーネットに関する研究」評価コメント】
→女性活躍推進法の効果検証等に併せ、男女雇用機会均等法の観点からも企業や男女労働者の実態を明らかにし、政策課題

等を検討する必要があるため、女性活躍推進法の改正に向けた現状分析、審議会資料への活用が期待される。（雇用環
境・均等局雇用機会均等課）

③労働関係法令・指針・ガイドラ
インの制定・改正、予算・事業
の創設・見直し、政策評価、審
議会・検討会、政党・労使団体
への説明での活用、政府の法案
提出に繋がった研究成果を、成
果総数の85％以上得る。

【労働政策研究報告書No.200『キャリアコンサルタント登録者の活動状況等に関する調査』】
→キャリアコンサルタント能力要件の見直しに関する報告書策定の検討資料として活用、厚生労働省政務へのキャリアコン

サルタント制度の説明に活用、省令改正にかかる労働政策審議会人材開発分科会等における検討の参考資料として活用予
定（人材開発統括官若年者・キャリア形成支援担当参事官室）

【調査シリーズNo.178『大学生・大学院生の多様な採用に対するニーズ調査』】
→「若者雇用促進法事業主指針」改正の検討資料、労働政策審議会人材開発分科会資料への反映、同審議会での活用に関連

して労使への説明等に活用（人材開発統括官若年者・キャリア形成支援担当参事官室）
【調査シリーズNo.179『企業の多様な採用に関する調査』】
→「年齢にかかわりない転職・再就職者の受入れ促進のための指針」策定の検討資料として活用（職業安定局雇用政策課）

④労働政策研究の成果についての
有識者を対象としたアンケート
調査を実施し、下記基準により
2.0以上の評価を得る。

【有識者コメント】
・他の機関では困難な深い調査・研究が行われている ・機構にしか出来ない成果物を提供している
・政策立案等の場面において、基礎資料となる ・政府の政策動向を知る手がかりになる
・出所がはっきりとしているため、信頼できるデータとして利用している
・労働関係のテーマについて、信頼できる知見と情報をネット上ですぐ入手できる
・アセスメントツールは職業相談の現場でも大変活用されている

⑤労働政策担当者向け勉強会等へ
の政策関係者の参加者数を中期
目標期間中に年225人以上確保
する。

【参加者アンケート】
→ 毎回､参加者に対して実施しているアンケート調査では、有意義度の５段階中｢大変有意義だった｣｢有意義だった｣の合計

は89.2％､今後の職務への活用見込みの３段階中｢大いに活かせる｣｢いくらか活かせる｣の合計は94.3％であり高い評価を
得た。 7



評価シート1-2  国内の労働事情・労働政策に関する情報の収集・整理 【ＪＩＬＰＴの自己評価：B 】

○ 国内情報収集成果の提供件数を毎年度延べ140件以上確保する。

数値目標

国内労働関係情報については、その背景や影響も明らかにする形で収集・整理し、前年度を上回る152件となり、年度目標を達成した。
労働関係の統計に係る各種データについても継続的に収集・整理し、「データブック国際労働比較」、「主要労働統計指標」、「早わかり
グラフでみる長期労働統計」等によりホームページ等で提供した。図書資料等の収集・整理についても適切に実施し、また労働図書館に関
しても引き続き効率的な運営を行った。

指 標
（参考）

前中期目標期間
平均値等

２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度

国内情報収集成果の提供件数 毎年度延べ
140件以上確保 ― １５２件

（達成率109％） ― ― ― ―

主な参考指標
（参考）

前中期目標期間
平均値等

２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度

① ホームページ「統計情報」のページビュー数 前年度約160万件 約１９５万件 ― ― ― ―

② 「データブック国際労働比較」
の刊行 毎年度発行 ―

２８の
「グラフ解説」

― ― ― ―
１３４の

「統計・制度表」

③ 図書資料等の収集・整理

来館者数 前年度1,048名 961名

貸出冊数 前年度1,079冊 819冊 ― ― ― ―

複写枚数 前年度22,037枚 23,091枚

レファレンス件数 前年度747件 900件

年度実績評価 ― ― ― ― ―
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２（１）情報の収集・整理に関する取組の推進
イ 国内労働事情の収集・整理の推進

国内の労働事情・労働政策に関する情報の収集・整理【自己評価：B】 評価シート（１－２）

○労働現場の実態把握
最新の国内労働関係情報を、その背景や影響を明らかにする形

で収集・整理のうえ提供。

○情報収集プロセス
労使関係者との間で長年にわたり構築されてきたネットワークを

活用し、関係者への取材のほか、下記のとおり、モニター調査、
定点観測調査等を通じて情報を収集。

○要請調査
厚生労働省からの要請に基づき、重要性の高い以下のテーマに

ついての調査を実施し、調査結果を要請部局へ報告。

○ニュースレター（ビジネス・レーバー・トレンド）／
メールマガジンによる提供

迅速に情報発信できるメールマガジンや、分かりやすい形で情
報を提供するニュースレター「ビジネス・レーバー・トレンド」
のほか、ホームページでも公表。

《提供した情報（例）》
労働現場の事例紹介・連載
「事例取材 同一労働同一賃金の実現に向けた先進的な取り

組み」
「2017 春季労使交渉をめぐる新たな動向―格差是正・改善を

キーワードに」
「賃金・人事処遇制度と運用実態をめぐる新たな潮流」

日本看護協会、（株）テンポスバスターズ、トヨタ自動車労
働組合、味の素（株）、アイリスオーヤマ（株） など

数値目標（延べ１４０件以上）を上回る１５２件（前年度１４９
件）の情報を、ホームページや『ビジネス・レーバー・トレンド』
等で提供。 ⇒ 152件／年

・企業の人事労務担当者、有識者等も交え意見交換する「労働問題
の現状と展望に関する研究会」を開催。

・企業、業界団体、労組、地域シンクタンクを対象とするモニター
制度(年4回)を活用し、労働現場における最新の事情・動向を収
集・整理

・定点観測的調査として「第3回日本人の就業実態に関する総合調
査」を実施（H30年度継続実施） 政策議論の活性化に資する基
礎的データを提供

【参考】有識者（アンケート）による
有益であるとの評価
ニュースレター ⇒ ９４．９％
メールマガジン ⇒ ９３．６％

《活用事例》
・改正労働契約法とその特例への対応状況及び多様な正社員制度の
活用状況
⇒「規制改革推進に関する第３次答申」及び厚労省の「無期転

換ルール取組促進キャンペーン」で活用
・企業のイノベーションへの対応状況
⇒ 平成29年版労働経済白書で引用

・ものづくり産業における労働生産性向上に向けた人材育成の実態
⇒ 平成29年版ものづくり白書で引用

収集・整理した情報は、政策の企画立案、政策論議の活性化に貢献。

・要請調査（課題調査、３件、前年度３件）
「短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大が労働市場に与える影響」
「がん等の病気の治療と仕事の両立に関する実態調査」 等

・要請調査（緊急調査６件、前年度６件）
「動向調査／多様な人材を有効に活用するための人材マネジメントの在

り方」
「ものづくり産業における労働生産性向上に向けた人材育成と能力開発」

等
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国内の労働事情・労働政策に関する情報の収集・整理【自己評価：B】 評価シート（１－２）

○ 各種データの継続的な収集・整理(ホームページ等で公表）
最新の労働統計を継続的に収集、整理し、「主要労働統計指標」
等として提供。

・「早わかり グラフでみる長期労働統計」の拡充
⇒ 人口、雇用、失業、賃金などについて戦後（２０世紀後半以降）の

推移がわかるよう整理。２９年度は「年齢階級別労働力率の推移」、
「年間総実労働時間数」など8項目を新たに追加。

・データの分析・加工
⇒ 労働統計加工指標を５７作成、その成果を計１１０のグラフとその

基数値の表で解説した「ユースフル労働統計２０１７」として刊行

・ＯＥＣＤ、ＩＬＯ、各国統計局等からも各種統計データ等を継続
的に収集・整理し、「データブック国際労働比較２０１８」を刊行
⇒ ２８の「グラフと解説」、１３４の「統計・制度表」を最大５２ヵ

国について作成し、労働に関する各種統計指標及び統計数値を理解す
る上で参考となる制度を、国際比較が可能な形で資料集として編集・
掲載

○ 収集・整理した情報は、政策の企画立案、政策論議の
活性化に貢献。

有識者アンケートでの有益度評価
・『ユースフル労働統計』 95.2％

『データブック国際労働比較』 97.0％
・ JILPTホームページ「統計情報」 約195万ページビュー

有識者アンケートでのコメント
「他では入手できない賃金や役職に関するデータが掲載
されている」など

《活用の具体例》

・「ユースフル労働統計」
内閣府の経済財政諮問会議（生涯賃金）、経済産業省「中小企

業白書」（均衡失業率と需要不足失業率）などにおいて活用

・「データブック国際労働比較」（2018年版）
内閣府や首相官邸（日本経済再生本部 産業競争力会議）など、

官公庁の資料やウェブサイトにおいて引用された他 、一般紙や専
門紙誌で活用

女性の年齢別就業率
→「平成27年版厚生労働白書」で活用
フルタイム労働者に対するパートタイム労働者の賃金水準
→「同一労働同一賃金の実現に向けた研究会」資料に引用
長時間労働者の割合
→「一億総活躍国民会議」資料に引用

○ アーカイブの充実・活用実績
29年度は３本のアーカイブデータを新

規公開。データ利用承認本数は事業開始
（21年11月）以降の累計で151本となり、
JILPTが実施した調査の個票データの二次
利用促進に貢献した。

２（１）情報の収集・整理に関する取組の推進
ハ 各種統計データ等の収集・整理
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○労働分野を中心に総合的・体系的に図書資料等を収集・整理・
保管

（所蔵状況）
蔵書総数 約１８万６千冊
受入雑誌 ４０６種
受入紀要等 ５０９種

・毎月、研究員等から調査研究・研修に必要な資料の要望を聴取し
つつ、内外の労働関係図書資料の収集、整理等を実施

・収集・整理・保管した図書資料は、閲覧、貸出、複写サービス、
レファレンスへの回答を通じて、行政関係者・研究者・学生・労
使実務家など外部利用者にも積極的に提供

・直接の来館が困難な利用者向けに、国立情報学研究所の図書館間
相互貸借・複写制度による他の図書館等を通じた貸出・複写サー
ビスを提供。

○参考指標（図書資料の収集・整理・活用実績）

○図書館運営業務の効率化・簡素化
業務の効率化・簡素化を図るため、労働図書館運営業務の外部委託

を実施。
（平成２８年４月～）

（１）ニ 図書資料等の収集・整理
国内の労働事情・労働政策に関する情報の収集・整理【自己評価：Ｂ】 評価シート（１－２）

○ 図書資料等を適切に収集し、有効活用

○ 労働図書館の運営については外部委託により、委託業者の
ノウハウや創意工夫を活かした利用者サービスが行われてお
り、レファレンス件数の増加とともに、来館者アンケートに
おいて「図書資料の整理・配架状況」や「スタッフの対応」
などの項目で100％に近い満足度評価を得るなど外部委託の
効果が表れている。

・来館者数 961名（前年度 1,048名）
・貸出冊数 819冊（前年度 1,079冊）
・複写枚数 23,091枚（前年度22,037枚）
・レファレンス件数 900件（前年度747件）
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評価シート1-3 海外の労働事情・労働政策に関する情報の収集・整理 【ＪＩＬＰＴの自己評価：B】

○ 海外情報収集成果の提供件数を毎年度延べ150件以上確保する。

数値目標

海外の研究者や研究機関等とのネットワークを活用して収集・整理した海外労働情報の提供件数については、年度目標を達成
した。海外労働情報は国の審議会資料、国会審議資料、学術誌、一般紙等で広く引用された。また海外労働情報に関する問い合
わせ、取材要請等への対応にも適宜適切に対応した。

海外の研究者や研究機関等とのネットワークを活用して収集・整理した海外労働情報の提供件数については、年度目標を達成
した。海外労働情報は国の審議会資料、国会審議資料、学術誌、一般紙等で広く引用された。また海外労働情報に関する問い合
わせ、取材要請等への対応にも適宜適切に対応した。

指 標
（参考）

前中期目標期間
平均値等

２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度

海外情報収集成果の提供件数 毎年度
延べ150件以上

第３期実績平均
142件

１５６件
（達成率100％） ― ― ― ―

主な参考指標
（参考）

前中期目標期間
平均値等

２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度

① 「英文情報」全体のホームページビュー数 前年度約132万件 約１７４万件 ― ― ― ―

② 海外労働情報の引用件数 前年度158件 １０８件

③ 海外労働情報に関する問い合わせ、取材要請
等への対応件数 前年度170件 １０６件 ― ― ― ―

年度実績評価 ― ― ― ― ― ―
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海外の労働事情・労働政策に関する情報の収集・整理 【自己評価：Ｂ】

○海外労働事情の収集・整理
海外の研究者や研究機関等とのネットワークを活用して情報を

収集し、その背景や影響が明らかになるような形で整理、提供。

主要国（英、米、独、仏、中、韓等）・機関を対象に、国際比
較の観点を踏まえ、労働政策の企画立案や政策研究に資する最新
の情報収集・整理し、ホームページや「ビジネス・レーバー・ト
レンド」で提供。

評価シート（１－３）

３（１）ロ 海外労働事情の収集・整理

○収集・整理した情報は、労働政策の企画立案や政策研究
に貢献

⇒ 引用件数は１０８件で、経産省の調査研究、厚生労働
白書、内閣府の調査研究、日本経済再生本部産業競争力
会議、国立国会図書館、日経新聞等の各紙、ロイター通
信等の各誌等で幅広く引用。

＜活用事例＞
・厚生労働省「第3回労働政策審議会労働条件分科会・職業安

定分科会・雇用均等分科会同一労働同一賃金部会」資料
(平成29年5月16日開催)

・日本経済再生本部「雇用・人材・教育ＷＧ（第４回）」資
料（平成30年2月17日開催） ほか

⇒ 提供した海外労働情報に関する厚生労働省、民間研究
機関、マスコミ等からの情報提供依頼、取材要請等へ
の対応件数は、１０６件

＜活用事例＞
・厚生労働省第3回「雇用類似の働き方に関する検討会」

（平成30年3月9日開催）でブリーフィング
・経済産業省経済産業政策局産業構造課に「最低賃金制度や

最低賃金引き上げ運動との関連」等をブリーフィング
（平成29年8月8日開催） ほか

数値目標（延べ１５０件以上）を上回る１５６件（前年度１４
３件）の情報を「ビジネス・レーバー・トレンド」等で提供。
⇒ １５６件／年

○要請調査
厚生労働省からの要請に基づき、下記の調査を実施した。

・「各国における育児休業制度等、仕事と育児の両立支援制度に
関する調査研究」

・「諸外国における職業訓練の効果測定に関する調査研究」
・「諸外国における副業・兼業の実態調査」
・「韓国の雇用許可制度を活用している事業主・非専門労働者の

意向等に関する調査研究」
・緊急調査「諸外国の労働基準監督官制度」
・緊急調査「諸外国の労働基準監督官業務の民間活用状況につい

て」

○アジア諸国の情報収集
我が国進出企業における人事管理の動向や課題、グローバル人

材の育成確保を念頭に置き情報を収集・発信。現地調査を外部専
門家と連携して行い、ネットワークの構築に努めるとともに、最
新情報の収集を実施。

２９年度は、ベトナム、カンボジア、ラオスの現地調査を実施。
アジア諸国の経済連携の進展を踏まえ、日系企業をとりまく投資
環境の変化、労使関係の現状などに着目して情報を収集・整理。
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○ 英文情報の提供、普及
国内労働情報の海外向け発信として、労働政策研究報告書等の概

要の英訳・ホームページでの提供の他、英文情報を提供した。
また平成２９年度は、新たに英文雑誌『Japan Labor Issues』

(月刊)を刊行した。

○ 労働政策研究報告書等の概要の英訳・ホームページでの提供（7件）
労働政策研究報告書 No.183、No.169、No.186、No.185、No.189、
No.192、No. 188

○ リサーチアイの英訳・ホームページでの提供（5件）
7月 The Role of “Agreements” in EU Labor Law Policy
9月 Industry-Specific Characteristic in Overwork by Young 

Regular Employees
10月 Distress in Childrearing Households

1月 Is Career Counseling Effective?
3月 The Future of the Japanese-style Employment System  

―Continued Long-term Employment and the Challenges It 
Faces

○ 英文資料の発行・ホームページでの提供
新たに英文雑誌『Japan Labor Issues』(月刊)を刊行した。

9月号、10月号、11・12月合併号、1月号、2・3月合併号、
4・5月合併号

海外の労働事情・労働政策に関する情報の収集・整理 【自己評価：Ｂ】 評価シート（１－３）
３（１）ロ 海外労働事情の収集・整理
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評価シート1-4 労働政策研究等の成果の普及及び政策への提言 【ＪＩＬＰＴの自己評価：B】

① メールマガジンの週２回発行（第３期実績：週２回）
② メールマガジン読者、労働政策フォーラム参加者への有意義度評価で、２．０以上の評価を得る

〔大変有意義：３、有意義:２、あまり有意義でない：１、有意義でない:０〕（新規指標のため実績なし）
③ 労働政策フォーラムを年間６回開催

評価における指標

労働政策研究等の成果及び政策提言の普及については、年度目標を達成した。多様な媒体を有機的に連携させた情報発信に努
め、年度計画どおりに労使実務家を始めとする国民各層における政策課題についての関心・理解を深めることができた。

労働政策研究等の成果及び政策提言の普及については、年度目標を達成した。多様な媒体を有機的に連携させた情報発信に努
め、年度計画どおりに労使実務家を始めとする国民各層における政策課題についての関心・理解を深めることができた。

指 標
（参考）

前中期目標期間
平均値等

２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度

① メールマガジンの発行 週２回発行 週２回発行 週２回
（達成率100％） ― ― ― ―

② メールマガジン読者、労働政策フォー
ラム参加者への有意義度評価 2.0以上 ―

メールマガジン
2.38

（達成率119％）
労働政策フォーラム

2.38
（達成率119％）

― ― ― ―

③ 労働政策フォーラムの開催 年間６回開催 第３期実績
平均：６回

６回
（達成率100％） ― ― ― ―

参考指標
（参考）

前中期目標期間
平均値等

２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度

① 調査研究活動」に関するホームページの
ページビュー数 約６８６万件 約８９６万件

(前年度約643万件) ― ― ― ―

② 政策論議への貢献実績
・マスメディア（新聞、雑誌、テレビ、ラジオ等）、

政党・国会議員に対する情報提供・引用、問合せ
対応件数

３２７件 ４８６件
（前年度428件） ― ― ― ―

年度実績評価 ― ― ― ― ― ―
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労働政策研究等の成果の普及 【自己評価：Ｂ】 評価シート（１－４）
３（１）研究成果及び政策提言の更なる普及促進

イ メールマガジン

○評価における指標

○メールマガジンの発行
・機構の調査研究成果の他、行政・労使団体の動向、政策課題に

関連するセミナー等の情報、労働判例命令など雇用・労働分野
の最新ニュースを提供

・調査研究成果をテーマ別に紹介する特別号を２回発行

○読者からの評価（一例）
・「審議会の議論内容、判例命令、法改正の動向を手早くとら

えるのに適している。
Webリンクも掲載されているのが大変ありがたい」

・「JILPTの研究内容から官民の時事ニュース・イベント情報
まで俯瞰的に見ることができていつも大変助かっている」

・メールマガジンを週２回発行する。
毎週水曜日と金曜日の週２回発行した。（達成）

・読者アンケートの有意義度（年度計画2.0以上）
2.38（達成率119％）

■□――【メールマガジン労働情報／Ｎｏ.１３８２】

『「独立自営業者の就業実態と意識に関する調査」速報』を記者発表／ＪＩＬＰＴ
ほか

―2018年3月28日発行――――――――――――――□■

┏━━━━━━━━┓
本号の主な内容
┗━━━━━━━━┛

【行政】労働基準監督署に「労働時間改善指導・援助チーム」を編成／厚労省
ほか
【統計】正社員への登用制度がある事業所割合、７２％／労働経済動向調査
ほか
【労使】単純平均５，５３１円、１.９４％／国民春闘共闘委員会が第２回賃上げ
集計を公表 ほか
【動向】２０１８年度新入社員タイプ、「ＳＮＳを駆使するチームパシュートタイ
プ」／民間調査
【企業】森永乳業、病気治療に週４日勤務 仕事と両立後押し
【判例命令】パナソニックを略式起訴 違法長時間労働認定／砺波区検
【イベント】セミナー「認知機能チェックのすすめ」を開催／労働科学研究所
※本号の記事見出し・リンク先一覧です。
http://www.jil.go.jp/kokunai/mm/list/mm20180328.html
━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━
【ＪＩＬＰＴ研究成果情報】
━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

◇『「独立自営業者の就業実態と意識に関する調査」速報』を記者発表

JILPTは28日、『「独立自営業者の就業実態と意識に関する調査」速報』を
記者発表しました。
独立自営業者（フリーランス、個人事業主、クラウドワーカーなど）全体でみた
ときの
一年間の報酬総額は200万円未満の者が６割に上る一方で、仕事全体の満
足度は高いこと
などが明らかになりました。
http://www.jil.go.jp/press/documents/20180328.pdf

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━
【行政】
━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

●労働基準監督署に「労働時間改善指導・援助チーム」を編成／厚労省
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評価シート（１－６）政策論議の場の提供及び政策提言 【自己評価：Ｂ】 評価シート（１－４）

３（１）研究成果及び政策提言の更なる普及促進
ロ ホームページ等

○ホームページ
・調査研究成果等について、ホームページに掲載するタイミングに合わせて

メールマガジンで紹介するなど、複数の媒体を連携させながら成果の普及
を行った。

・トップページについて、主要コンテンツである「研究成果」や「研究員プ
ロフィール」等の情報発信をより積極的に行うため、当該コンテンツにつ
いて、新規に研究員の最新活動を掲載するとともに、新たにアイコン
を追加して、トップページのより目立つ場所へ配置するなどデザイン
の変更、掲載内容の追加等を実施。

○「成果の概要」の作成
・28年度の各成果について、調査目的や事実発見、政策的インプリケーショ

ンなどをコンパクトに取りまとめた「成果の概要」を作成し、行政関係者、
研究者等に配付するとともに、ホームページを通じて広く一般への普及に
努めた。

ホームページのトップページの変更、記者発表の回数の増など、情報
発信を積極的に推進した結果、「調査研究活動」に関するホームページ
のページビュー数が前年度から約４０％増加した。

・記者発表回数（参考指標）
12回（前年度7回）

・「調査研究活動」のホームページのページビュー数（参考指標）
896万件（前年度643万件）
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☆アイコンの追加、掲載内容の充実



政策論議の場の提供及び政策提言 【自己評価：Ｂ】 評価シート（１－４）

３（１）研究成果及び政策提言の更なる普及促進
ハ 研究専門雑誌

○ 研究専門雑誌
・日本労働研究雑誌を月１回（年度中12回）発行した。

・特集テーマの設定に当たっては、我が国が直面する重要な政策課題に対
応したテーマを選定するとともに、重要な政策動向のタイミングに合わ
せて発行した。

○ 参考指標
有意義度 2.42

○ 読者からの評価（一例）
・「テーマがタイムリー、執筆陣のレベルが一定水準以上にあり評価でき

る」
・「最近の非正規雇用問題や新しい労働形態であるクラウドワーカーにつ

いての論説や記事が参考となった」
・「喫緊の課題について専門家が幅広く執筆している」

３（１）研究成果及び政策提言の更なる普及促進
二 労働政策フォーラム等

○評価における指標

・労働政策フォーラムを年６回発行する。
６回開催した。（達成）

・参加者アンケートの有意義度（年度計画2.0以上）
2.38（達成率119％）

テーマ 参加者数 有意義
度

第１回
『The Future of Work─仕事の未来─」』 256人 2.40

第２回
『今後の企業の転勤のあり方について

─仕事と家庭生活の両立の観点から─』
252人 2.52

第３回
『子育て世帯の働き方を考える─行政、

企業、家庭をつなぐ─』
208人 2.17

第４回
『若年雇用の質的変化を考える─景気回復

下における若年者の働き方の変容─』
129人 2.40

第５回
『企業内キャリアコンサルティングの現在

と未来』（名古屋開催）
155人 2.46

第６回
『改正労働契約法と処遇改善』 454人 2.32

・労働教育講座受講者有益度（参考指標）
・総合講座 2.41
・専門講座 2.60
・特別講座 2.58
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○労働政策フォーラム開催実績

○政策論議への貢献（参考指標）
・政党・国会議員に対する情報提

供・問い合わせ対応件数
６７件（前年度９０件）

・マスメディア（新聞、雑誌等）
への掲載・引用件数

４１９件（前年度３３８件）

３（２）その他の事業



評価シート1-5 労働関係事務担当職員等に関する研修 【ＪＩＬＰＴの自己評価：B】

評価における指標

① 研修生に対する事後調査（修了後半年から１年程度）により、毎年度平均で85％以上の者から、「業務に生かせている」との評価を
得る（新規指標のため実績なし）

② 当該研修生の上司に対する事後調査（修了後半年から１年程度）により、毎年度平均で85％以上の者から評価を得る
（第３期実績平均値：96.0％ ）

③ イブニングセッションを毎年度30回以上開催し、そこで得た知見等をもとにした研修教材の開発・改善を毎年度３件以上得る
（イブニングセッションの開催件数：第３期実績平均：30回） （新規指標、研修教材の開発件数：第３期実績平均：３件）

指 標
（参考）

前中期目標期間
平均値等

２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度

① 研修生に対する事後調査
（修了後半年から１年程度）

毎年度平均
85％以上 ―

９７．0％
(４月～8月分)

（達成率114％）
― ― ― ―

② 当該研修生の上司に対する事後
調査（修了後半年から１年程度）

毎年度平均
85％以上 96.0％

９８．８％
(４月～8月分)

（達成率116％）
― ― ― ―

③ イブニングセッションの開催 毎年度
30回以上 30.4回 ３１件

（達成率103％） ― ― ― ―

イブニングセッションで得た
知見等をもとにした研修教材の
開発・改善

毎年度
３件以上 ３件 ３件

（達成率100％） ― ― ― ―

年度実績評価 ― ― ― ― ― ―

新たな行政ニーズに迅速・的確に対応したコース・科目の設定、全国斉一の行政機関として必要な水準の維持・向上、実務に
即した演習等による実践的な能力の強化等に取り組んだ。また、研修生の意見等を分析し、厚生労働省とも協議を行い、科目の
新設、事例検討、演習の内容や実務に関する科目を盛り込む等により研修内容を充実させた。研修生に対する事後調査、所属長
に対する事後調査のいずれも有意義度で目標を大きく上回っている。
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労働関係事務担当職員等に関する研修【自己評価：Ｂ】 評価シート（１－５）

■ ４（１） 研修の効果的実施

○ 新たな行政ニーズに迅速・的確に対応したコース・科目を設
定。

○ 全国斉一の行政機関として必要な水準の維持・向上、実務に
即した演習等による実践的な能力の強化に取り組んだ。

○ 研修生の意見等を分析し、厚生労働省とも協議を行い、科目の
新設、事例検討、演習や実務に関する科目を盛り込む等により、
研修内容を充実。

○ 研修生アンケート調査の有意義度、理解度、その他に実施して
ほしい科目、自由記述等から研修生の評価・要望等の分析を
行った。また、事後調査の役立ち度、所属長の自由記述意見か
ら所属長の研修に対する評価・要望等の分析を行った。

（１）行政ニーズに迅速・的確に対応した研修コー
ス・科目を設定

●本年度においては、政府が推進している働き方改革、女性の
活躍推進、ワーク・ライフ・バランスの実現等のため効果的、
効率的な企業指導実現を担う人材の育成に係る「企業指導業
務（労働時間関係）専門研修」、「企業指導業務（雇用均等
関係）専門研修」を新設。

●政府が進める施策（働き方改革、過重労働防止対策、女性活
躍推進等）に対応した研修、講義を新設及び見直し。

（２）研修内容の充実（例）

●「新任労働基準監督官研修」において政府の重要課題である
長時間労働対策に対応した講義科目を追加するなど研修内容
の充実を図ることにより行政ニーズに迅速・的確に対応した
研修を実施。

■ 数値目標の達成状況

○参加者数の推移

２９年度の実績

研修生の評価
９７．０％（数値目標８５％以上）

⇒達成率１１４％

所属長事後調査
９８．８％（数値目標８５％以上）

⇒達成率１１６％

受講者数

４，２５２名
※研修実施計画に基づき全研修を実施

（28年度実績 ４，０８４人）
第３期中期において最も多い研修生数であった

前年度の４，０８４名を超える規模となったが、
限られた人員の中で、円滑な業務運営に努め、研
修計画に沿って実施することができている。

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

受講者数 2,994 2,770 3,577 4,076 4,084 4,252
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労働関係事務担当職員等に関する研修 【自己評価：Ｂ】

■ ４（２） 研修と研究の連携

評価シート（１－５）

・研究員の研修への参画
延べ８９名（前年度７７名）

・イブニングセッションの開催
３１回 (数値目標：３０回以上、達成率
１０３％）

→ 研究成果を紹介し討議を行うとともに、研修
生から現場における問題意識や課題等を吸い
上げ。

・キャリアガイダンスツール講習会 ６回
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研究成果を活用した講義、演習を通じて行政現場の課題や問題意識を把握し、それらを研修教材の開発
等にフィードバックすることにより、より実用的・効果的な教材開発を行っている。

労働関係事務担当職員等に関する研修【自己評価：Ｂ】 評価シート（１－５）

＜研究＞
職業紹介技法等の最新の研究
・認知的タスク分析手法
・キャリアストーリー理論等

＜課題等把握＞
労働大学校の研修生から吸い上げた

行政現場の課題、問題意識

＜試行・フィードバック＞
イブニングセッションや現場での

試行実施及びその結果のフィード
バック

＜教材開発＞
ハローワークにおける職業紹介、学校でのキャリ

ア教育、就職支援機関等で実践的に活
用できるキャリアガイダンスツールや、研修プ
ログラム、教材等を開発

【Ｈ２９教材開発の具体例(数値目標３件以上)】
研究員が、イブニングセッションで得た知見等をもと

に、職業指導Ⅱ専門研修（ハローワーク職員の研修）
に使用する研修教材の以下３件について、内容を改善
し、改訂した。

・職業指導Ⅱ専門研修：『事例研究Ⅰ』教材
・職業指導Ⅱ専門研修：『事例研究Ⅲ』教材
・職業指導Ⅱ専門研修： 実習資料「逐語記録教

材Ⅲの検討」

22

研究員の研修への参画教材開発



① 担当業務を担う上で必要な専門的知識や質的高度化に対応す
るための高度の専門的知識等を付与する。

② 絶え間ない技術の進歩等に応じ、担当業務を行う上で必要な
知識の強化及び技術の高度化を図る。

③ 行政に対する多様なニーズを的確に把握するための手法を付
与し、より質の高い良質な行政サービスを提供できるようにす

る。

【平成２９年度実施】
●検査業務専門、安全衛生専門、 産業安全専門官、労働衛生専門官、
放射線管理専門（基礎）、放射線管理専門（上級）
労災補償保険審査専門、労災補償訟務専門、労災保険給付専門、
労災診療費審査専門、労災保険求償債権専門 労働基準監督官専門、
賃金指導業務専門、新任労働保険適用徴収業務担当者専門、労働保
険適用徴収専門

●職業指導Ⅰ専門、職業指導Ⅱ専門、職業指導Ⅲ(A)専門、
職業指導Ⅲ(B)専門、職業指導Ⅳ専門、求人事業所サービス専門、
若年者雇用対策担当者専門、障害者雇用専門、
地方障害者雇用担当官等専門、事業主指導専門、
需給調整事業関係業務専門、都道府県労働局雇用保険担当官専門、
債権（雇用勘定）専門

●メンタルヘルス担当者専門、研修計画官専門、労働紛争調整官専門、
毎月勤労統計調査専門、
企業指導業務（雇用均等関係）専門、企業指導業務（労働時間関係）
専門

基礎研修
① 厚生労働省の職員としての自覚と責任とを認識させる。
② 労働局・労働基準監督署・公共職業安定所の業務の実情に関する情報
を提供することによって、職場環境への適応を図る。

③ 労働行政の遂行に必要な基本的知識及び技術を付与する。
【平成29年度実施】
新任労働基準監督官〈前期〉〈後期〉、労働行政職員基礎、
労働基準監督官（安全衛生業務基礎）、労働基準監督官（労災補償業務
基礎）

上級研修
① 複雑困難な事案へ対応できるよう知識及び技術を付与する。
② 自らの担当職務の現状、課題を認識し、業務の改善についての継続的
な学習と実践について中 心的な役割を果たせるようにする。

③ 管理職と行政経験の浅い職員との間を結ぶ役割について理解させる。
【平成29年度実施】
厚生労働本省職員(職業安定行政系)、労働基準監督官上級、
公共職業安定所係長・上席職業指導官

一
般
研
修
（
全
員
を
対
象
）

管
理
監
督
者
研
修
（
役
職
に
就
任
後
速
や
か
に
受
講)

労働基準監督署課長（Ａ）（Ｂ）、公共職業安定所課長・統括職業指
導官、雇用環境・均等部（室）課室長補佐
① 組織マネジメントに関する基本的知識等を付与する。
② リーダーとしての基本的な役割と態度を修得させる。
③ 担当業務に対して習熟したベテランとしての役割を果たし得る高度の
知識及び技術を付与する。

労働基準監督署長、公共職業安定所長
① 署・所の最高責任者として、行政を取り巻く社会情勢の変化について
認識を深めさせる。

② 組織の運営管理について、総合的な判断及び意思決定を行いながら、
組織を統率し、加えて積極的に対外折衝・広報ができるよう意思決定
力・行動力を付与する。

③ 部下の育成・指導、予算の効果的な執行等のマネジメントに係る知識
及び技術を修得する。

④ 職員の価値観の多様化等の中で、公務における適正な職員管理を行う
ための方策を付与する。

専門研修（主に特定の職務または役職に就任後に受講）

（参考）平 成 ２９ 年 度 研 修 体 系
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〇 経営会議（毎月）
○ コンプライアンス委員会（年４回）
○ リスク管理委員会（年３回）
○ 監事による定期監査（年２回）
○ 内部統制推進部門による内部監査（年２回）
○ 監査法人による監査（６月）、監査法人と理事長とのディス

カッション（年２回）
○ 理事長による全役職員向け訓示（年２回） 等

業務運営の効率化に関する事項【自己評価：Ｂ】

■ 1．内部統制の適切な実施

■ ２．組織運営・人事管理に関する体制の見直し

評価シート（２－１）

○ 優秀な専門人材を幅広く登用するため、任期付研究員を新たに
公募し、30年度の採用者２名を内定した。（労働経済、人材育
成・人事労務管理分野）

○ 優秀な人材を確保するため、30年３月末で任期満了となる任期
付研究員２名について厳正な審査を行い、４月１日付で「期間
の定めのない雇用」として採用することを決定した。

○ 初めての試みとして、職員自身の働き方及び時間管理を見直し、
タイムパフォーマンスの向上を目指すことを目的として、業務
改善（タイムマネジメント）研修を実施。

○ 年次有給休暇の取得促進を目的に、新たに労使協定を締結し、
平成30年度から、年次有給休暇の計画的付与制度を導入するこ
ととした。

（単位：百万円）

〇 厚生労働省による標的型メール攻撃訓練及びペネトレーションテ
ストの実施

○ 幹部向け情報セキュリティ研修の実施
○ 職員向け情報セキュリティ集合研修の実施（2回）
○ 平成28年度厚労省情報セキュリティ監査における指摘事項に基づ

き、セキュリティポリシー等の規程類、運用手順・体制等の整備
○役職員用PCのリプレース
○不審メール受信対策強化の取組として、役職員の一部を対象に

メールアドレスを変更 等

理事長のリーダーシップの下、内部統制の強化を引き続き図るとともに、計画的な職員採用、経費（一般管理費、業務費）の節
減、契約の適正化等に適切に取り組み、効率的かつ効果的な業務運営体制の整備に努めた。経費節減については、２９年度予算額
において、２８年度と比べて、一般管理費は２８年度と同額、業務経費は１％節減し、中期目標達成に向けて着実に実行している。

数値目標
・一般管理費(予算額)：平成33年度において平成28年度と比べて

１５％以上節減。
・業務経費(予算額) ：平成33年度において平成28年度と比べて

５％以上節減

・一者応札の件数の割合：第３期中期目標期間の実績平均以下
⇒ 一者応札件数は４件となり、第３期実績平均（4.2件）を

下回った。

■ ４．業務運営の効率化に伴う経費節減等

■ ３．情報セキュリティの強化

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 Ｈ28⇒Ｈ33
節減額 節減率

一般管理
費 45 45 43 41 40 38 7 15.0%

業務経費 718 711 704 697 690 682 36 5.0%
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財務内容の改善に関する事項 【自己評価：Ｂ】

■ 中期計画予算に基づく運営等

■ 計画と実績の差異等

【独立行政法人会計基準の改定等の対応】

評価シート（３－１）

【計画と実績の差異】
・ 各費目に関して、計画と実績の差異の把握を行い発生理由を明らかにしているが、一般競争入札等の積極的な導入や給

与水準の見直しの継続等、それぞれ合理的な理由となっている。
【短期借入金・剰余金の使途】

・ 短期借入金及び中期計画で定める使途に充てるための剰余金は発生しなかった。
【情報開示の徹底】

・ 事業報告書において、当年度における各事業の経過及びその成果の主な実績のほか、財務データと関連付けた事業説明
を掲載するなど、当機構の事業の必然性及び成果並びに費用等について対外的に分かりやすく説明をしている。

独立行政法人会計基準の改訂等を踏まえ、運営費交付金の会計処
理について、業務部門の活動は業務達成基準を、管理部門の活動
は期間進行基準を採用。収益化単位の業務を予算が示達される部
門単位とし、予算と実績の比較分析を通じたＰＤＣＡを可能とす
る体制を構築。

また２９年度施設・設備の整備については、計画どおり実施した。

【自己収入の拡大】
自己収入については、左記のとおり販売促進等を積極的に実施
することで、第３期平均比８．４％の増となった。

運営費交付金を充当して行う事業について、中期計画に基づく予算を作成し、当該予算の範囲内で適切に執行している。

（単位千円）

第３期平均 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度

自己収入

（合計）

うち出版物

販売収入

うち東京労大

講座収入

23,884 25,612 ― ― ― ―

25,399 27,820 ― ― ― ―

49,283 53,432 ― ― ― ―

法人本部 空調設備工事

労働大学校 建築工事（研修棟建設工事）、空調設備工事

（平成29年度施設・整備内容）

単
位

政策研究経
費

情報収集等
経費

成果普及等
経費

研修事業経
費 法人共通

部
門 研究調整部 調査部 研究調整部 労働大学校 総務部

労働大学校

（収益化単位ごとに予算と実績を管理する体制）
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